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第１ 日 時  平成２６年４月２５日（金）  自 午後１時３１分 

                       至 午後４時２７分 

 

第２ 場 所  東京地方検察庁総務部会議室 

 

第３ 議 題 

   国際裁判管轄法制（人事訴訟事件及び家事事件関係）の整備について 

 

第４ 議 事 （次のとおり） 
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議        事 

 

○内野幹事 それでは，予定した時刻が参りましたので，法制審議会国際裁判管轄法制（人事訴訟

事件及び家事事件関係）部会の第１回会議を開会したいと思います。 

  本日は，皆様，御多忙の中，御出席いただきまして，誠にありがとうございます。私は法務省

民事局参事官の内野宗揮と申します。部会長選出があるまで，議事の進行を務めさせていただき

ます。よろしくお願いいたします。 

  それでは，議事に入ります前に，法制審議会及び部会について若干御説明申し上げます。 

  法制審議会は，法務大臣の諮問機関でございますが，その根拠法令であります法制審議会令に

よりますれば，法制審議会に部会を置くことができることとなっております。この国際裁判管轄

法制部会は，先の２月７日に開催されました法制審議会第１７１回会議におきまして，法務大臣

から，人事訴訟事件及び家事事件の国際裁判管轄法制の整備に関する諮問，第９８号諮問がされ，

これを受けまして，その調査，審議のために設置することが決定されたものであります。法制審

議会に諮問された事項は，人事訴訟事件及び家事事件の国際裁判管轄に関する規律等を整備する

必要があると思われるので，その要綱を示されたいというものであります。 

  冒頭，審議に先立ちまして，まず臨時委員の深山民事局長からの挨拶を申し上げたいところで

ありますが，本日は，国会用務のため出席がかないません。そこで，当局の民事法制管理官から，

これを代読させていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○金子幹事 民事法制管理官の金子でございます。 

  それでは，私から民事局長の挨拶を代読させていただきます。 

  皆様には，それぞれ御多用の中，法制審議会国際裁判管轄法制（人事訴訟事件及び家事事件関

係）部会の委員，幹事に御就任いただきまして，誠にありがとうございます。 

  社会経済の国際化に伴い，関係者に，外国人，外国企業を含むなど，渉外的要素を持った民事

紛争が増加しております。財産関係事件につきましては，平成２３年４月に成立しました民事訴

訟法及び民事保全法の一部を改正する法律により，国際裁判管轄に関する規定の整備が完了して

おりますけれども，人事訴訟事件及び家事事件につきましては，いまだ国際裁判管轄に関する規

定の整備がなされておりません。しかし，渉外的要素を持った親族間の紛争は増加しており，そ

の解決が我が国の家庭裁判所に求められることは，珍しいことではありません。人事訴訟事件及

び家事事件の国際裁判管轄に関する規定を欠くままでは，当事者の予測可能性に欠け，裁判所の

審理においても，国際裁判管轄の存否の判断に時間を要することにもなります。 

  したがいまして，このような規定の整備は喫緊の課題であり，また今後，国境を越える人の交

流が盛んになるにつれ，一層重要になっていくものと考えられます。そこで，人事訴訟事件及び

家事事件の国際裁判管轄に関する規律等を整備するために，どのような規定を設けるべきかにつ

きまして，法制審議会で御検討いただきたく，今回の諮問がなされたものでございます。 

  委員，幹事の皆様方には，この点について御検討をお願いすることとなりますが，適切な規律

の整備のために御協力を賜りますよう，何とぞよろしくお願い申し上げます。 

 

   （委員等の自己紹介につき省略） 

 

○内野幹事 山本克己委員，深山委員，萩本委員，大谷幹事におかれましては，本日御欠席でござ
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います。 

  それでは，次に部会長の選任に移りたいと存じます。 

  法制審議会令によりますれば，部会長は，当該部会に属する委員及び臨時委員の互選に基づき，

会長が指名することとされております。当部会は，本日が第１回目の会議でございまして，部会

長が指名されていない状態でございますので，まず，部会長の互選をしていただきたいと思いま

す。 

  それでは，部会長の互選をしていただきたいと思っておりますが，御意見はございますでしょ

うか。 

○山本（和）委員 私は高田裕成委員を推薦したいと考えます。 

  当部会に付託されたテーマは，様々な学説，判例が集積する分野であり，また外国の動向も非

常に重要なところであります。部会では，そのような状況を踏まえた検討が期待されていると思

われます。 

  高田委員のこの分野についての御業績は，皆様，御承知のところと思われます。さらに，これ

までの御経験としまして，人事訴訟については，法制審議会の民事・人事訴訟法部会の幹事，家

事事件につきましては，非訟事件手続法・家事審判法部会の委員，また国際裁判管轄につきま

しては，国際裁判管轄法制部会の委員ということで，これまで本部会のテーマに関連する分野の

立法にずっと携わってこられた，中心的な役割を果たしてこられたということでございますし，

また本日の資料として配布されております研究会につきましても，座長を務められたということ

などから考えますと，高田委員に是非部会長をお引き受けいただければと考えている次第です。 

○内野幹事 ありがとうございました。 

  ほかにはどうでしょうか。 

○早川委員 私も，今の山本和彦委員の御意見に賛成でございまして，高田委員に是非部会長をお

引き受けいただきたいと思います。 

○内野幹事 どうもありがとうございました。 

  ただいま山本和彦委員及び早川委員から，部会長として高田委員を推薦する旨の御発言を賜り

ました。 

  ほかに御意見がございますでしょうか。 

  ほかには御意見はなさそうですので，部会長には高田委員が互選されたということでよろしゅ

うございますでしょうか。 

          （「異議なし」の声あり） 

○内野幹事 ありがとうございます。 

  それでは，法制審議会会長であります伊藤会長におかれましても，このような形でよろしいで

しょうか。 

○伊藤会長 ただいまの皆様方の互選の結果に基づきまして，高田委員を部会長に指名したいと存

じます。高田委員，どうぞよろしくお願いいたします。 

○内野幹事 では，ただいま伊藤法制審議会会長によりまして，高田委員を部会長に御指名いただ

きました。 

  以後の進行は高田部会長にお願いしたいと存じます。それでは，よろしくお願いします。 

○高田部会長 ただいま部会長に御指名いただきました高田でございます。もとより力不足である

ことは自覚しており，部会長という重責が務まりますか，甚だ不安なところでございますが，皆
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様の互選，審議会長の御指名ということでございますので，謹んで引き受けさせていただきたい

と存じます。不慣れではございますが，充実した審議が実現できますよう，誠心誠意努めたいと

存じますので，委員，幹事の皆様方の御指導，御鞭撻のほど，よろしくお願い申し上げます。 

  では，ここで伊藤法制審議会会長が所用のため退席されます。どうもありがとうございました。 

          （伊藤会長 退席） 

○高田部会長 続いて，関係官の出席についてお諮りいたします。 

  事務局のほか，竹下守夫法務省特別顧問，最高裁事務総局家庭局の大野健太郎局付及び林雅子

局付に，関係官として本部会に出席していただきたいと考えておりますが，よろしゅうございま

すでしょうか。 

          （「異議なし」の声あり） 

○高田部会長 それでは，お手元に配布されております資料につきまして，事務局からの説明をお

願いいたします。 

○内野幹事 それでは，配布書類の確認でございますが，事前に送付させていただきました部会資

料といたしまして，資料番号１「国際裁判管轄法制の整備に当たっての検討課題」と題する書面

がございます。また，参考資料といたしまして，本日，机上配布という形にさせていただきまし

た「人事訴訟事件等についての国際裁判管轄法制研究会報告書」がございます。 

  お手元にない方はいらっしゃいますか。 

○高田部会長 よろしいでしょうか。 

  それでは，次に当部会の今後のスケジュールにつきまして，事務局からの説明をお願いいたし

ます。 

○内野幹事 承知しました。 

  机上配布といたしまして，法制審議会国際裁判管轄法制部会の日程などを書いた１枚紙のもの

を置かせていただきました。 

  ここに記載しておりますとおり，１回目は本日，２回目は平成２６年５月２３日午後１時半か

ら，次は６月２７日午後１時半から，その次は７月２５日午後１時半からというような部会の日

程を想定しております。 

  この後の日程でございますが，具体的にまだ日にちが入っておりませんけれども，部会の進行

といたしましては，おおむね月１回のスケジュールで進行していくのではないかと事務局として

は考えております。 

  部会の中身の進捗との関係で，どのように議論を詰めていくかというところが，恐らく先生，

皆様方の御関心事かと思われます。この辺りは，正に高田部会長とも御相談ではございますけれ

ども，この部会での議論の中身によるところが大きいわけですが，想定されますところの論点の

量などを考えますと，他の部会の進捗などに照らせば，およそ７回から８回，この辺りで，中

間取りまとめのような形で，この部会での議論を集約していくことができるのではないかと事務

局としては考えております。 

  以上が当面の想定されるスケジュールということになろうかと思います。 

○高田部会長 ただいま御説明いただきましたスケジュールについて，何か御質問，御意見等がご

ざいましたらお願いいたします。 

  よろしゅうございますでしょうか。 

  では，特に御意見がなければ，当面の審議スケジュールといたしましては，このとおりとさせ
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ていただきたいと存じます。 

  続いて，審議に入ります前に，当部会における議事録の作成方法のうち，発言者の取扱いにつ

いてお諮りしたいと存じます。 

  まず，現在の法制審議会の議事録の作成方法につきまして，事務局から説明をお願いいたしま

す。 

○内野幹事 それでは，法制審議会におきます議事録の作成方法のうち，発言者名の取扱いについ

て御説明申し上げます。 

  法制審議会の部会での議事録における発言者名の取扱いにつきましては，平成２０年３月２６

日に開催されました法制審議会の総会におきまして，次のような決定がされております。すなわ

ち，それぞれの諮問に係る審議事項ごとに，部会長において，部会委員の意見を聞いた上で，審

議事項の内容，発言者名を明らかにすることにより，自由な議論が妨げられるおそれの程度，審

議過程の透明化という公益的要請等を考慮し，発言者名を明らかにした議事録を作成することが

できるという範囲で，議事録を顕名とするというものでございます。 

  したがいまして，皆様には，当部会の議事録につきましても，発言者名を明らかにしたものと

することでよいかどうか，この決定に沿って御決定いただきたいと思っております。 

○高田部会長 ありがとうございました。 

  御説明いただきましたとおり，議事録の公開に当たって，発言者名をどう取扱うかという問題

でございますが，事務局からの説明につきまして，まず御質問等がございましたら御発言をお願

いいたします。 

○池田委員 審議事項ごとにというふうにありますが，それはどのくらいのまとまりを言うのです

か。 

○内野幹事 当部会に課せられた諮問事項は，先に申し上げたとおりでございますので，その審議

事項の想定される範囲で御決定いただく，こういう趣旨でございます。 

○高田部会長 よろしゅうございますか。 

○池田委員 ということは，部会の最初で決めて，それでもう全部ということでしょうか。 

○内野幹事 基本的にはそのようにするということになります。 

○高田部会長 ほかに何か御質問等ございますか。では，この点について何か御意見はございます

でしょうか。 

  特に御意見がないようでございましたら，甚だ潜越ではございますが，私から発言させていた

だければと存じます。 

  当部会につきましては，諮問事項の内容等を考慮しますと，発言者名を明らかにした議事録を

作成することが適切かと存じますが，いかがでございましょうか。 

          （「異議なし」の声あり） 

○高田部会長 よろしゅうございますか。 

  それでは，そのようにさせていただきたいと存じます。 

  それでは，本日の審議に入りたいと存じます。 

  まず，最初に事務局から，人事訴訟事件及び家事事件の国際裁判管轄法制の整備の必要性，意

義等について説明していただきたいと存じます。 

○内野幹事 それでは，私のほうから，若干御説明申し上げたいと思います。 

  先ほど代読という形になりましたが，民事局長からの挨拶の中にも若干出ておりましたとおり，
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人事訴訟事件及び家事事件に関しまして，現在，一般的な国際裁判管轄に関する規定が存在して

いないという状況であります。そして，どのような場合に我が国の裁判所に裁判管轄権が認めら

れるかという判断は，解釈に委ねられているという，こういう実情にあります。 

  裁判実務におきましては，この点について，当事者間の公平や，裁判の公正，迅速という理念，

これに基づきまして，条理に従って判断されているということが多いと承知しているところでご

ざいますが，これらの基準は，一般的，抽象的であるということであるために，当事者の予見可

能性に欠ける面がある，また，その国際裁判管轄のルールの審理や判断に時間を要する事案もあ

るというふうに言われております。 

  国際裁判管轄に関する明文規定を設けることによりまして，裁判所が，適用すべきルールが明

確となり，国際的な要素を持った人事訴訟事件や家事事件について，当事者の予見可能性を高め，

国際裁判管轄の存否の審理や判断に要する時間を短縮するとともに，事案の内容に関する審理や

判断の充実を図ることができるものというふうに考えられます。以上が国際裁判管轄に関する規

律を整備することの意義ということになろうかと思われます。 

  財産関係事件につきましては，皆様，御承知のとおり，平成２３年４月に成立した民事訴訟法

及び民事保全法の一部を改正する法律により，国際裁判管轄に関する規定が整備されたというと

ころであります。この当時から，人事訴訟事件及び家事事件に関する国際裁判管轄の規定の整備

の必要性は認識されていたわけでありましたが，当時，家事審判法などの全面的見直しの検討を

行っていたという状況にあったために，その見直しの結果を待つこととしたという事情がござい

ます。 

  その後，家事事件手続法が，平成２３年に成立し，平成２５年から施行されているという状況

でありますので，正に人事訴訟事件及び家事事件の国際裁判管轄法制を整備する時期が，到来し

たということが言えようかと思われます。 

  これらを背景に，当部会においては，皆様方に御検討いただくということになるわけでござ

いますが，では，その対象は何かということになります。 

  その中心は，もちろん離婚事件など，個別事件類型に応じました国際裁判管轄の規律の在り方，

また併合管轄といったような国際裁判管轄に関する一般的な規律の在り方などということにな

ろうかと思います。またこれらの規定の在り方といいますのは，外国裁判所がした裁判の承認，

執行ということにも影響を及ぼす事項であるというふうに考えられますので，関連してそれらの

承認，執行の要件の在り方なども，この部会において御検討いただくというものと考えられると

思います。 

  大きく申し上げますと，以上のとおりということになるかと思います。 

○高田部会長 ただいまの事務局の説明につきまして，御質問等がございましたらお願いいたしま

す。いかがでしょうか。 

  それでは，法整備の必要性については，一定の共通認識があるということを確認させていただ

いたということで，具体的な審議に入らせていただければと存じます。 

  本日の予定といたしましては，人事訴訟事件及び家事事件の国際裁判管轄法制の整備の在り方

について，自由に御討論いただくことを考えております。その前提といたしまして，まず事務局

から，配布資料に基づきまして，人事訴訟事件及び家事事件の国際裁判管轄法制を整備するに際

して想定される主な論点について御説明いただきたいと存じます。 

○近江関係官 それでは，事前に配布させていただきました部会資料の１，「国際裁判管轄法制の
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整備に当たっての検討課題」というこの部会資料に従って，当部会で御議論いただくべき事項と

してどのような点が考えられるのかということを御説明させていただきたいと思います。 

  この後の委員，幹事の先生方のディスカッションに多くの時間を割くことの方が有益かと思わ

れますので，事務局からの説明としては，簡単な概観に止めて，適宜資料の記載を割愛しながら

説明させていただきたいと思います。 

  なお，ところどころ論点の提示の仕方として，一定の方向性を前提としたような表現をしてい

る箇所もありますが，他の考え方を取り上げて議論することを排除するという趣旨を含むもの

では全くありませんので，他の見解も取り上げて，論点として提示すべきであるという箇所があ

りましたら，これからのフリーディスカッションの際に，適宜御指摘いただければと思います。 

  それでは，まず第１として，「人事訴訟事件等の個別事件類型に応じた国際裁判管轄の規律の

在り方」ということを説明させていただきたいと思います。 

  ここでは，まずはじめに，被告又は相手方のある事件，この典型例は離婚事件ということにな

りますが，このような事件における管轄原因について，どのように考えるのかという大きな問題

があると考えています。この点については，考え方が大きく二つに分かれております。 

  まず，一つ目の見解は，被告又は相手方の住所地に一般的な管轄原因を認めつつも，原告又は

申立人の住所地には一般的な管轄原因は認めないというものです。ただし，この見解も，一定の

要件の下では，原告又は申立人の住所地を管轄原因とするということは肯定しています。この見

解は，被告又は相手方の応訴負担というものを重視する見解でして，最高裁の昭和３９年の大法

廷判決をリーディングケースとして，現在の裁判実務においては，この考え方による裁判例等が

多いのではないかという指摘もされているところです。 

  これに対しまして，もう一つの見解は，原告又は申立人の身分関係解消という利益を重視して，

原告又は申立人の住所地にも一般的な管轄原因を認めるという考え方です。ＥＵ諸国を始めとし

て，海外法制としては，こちらによる国も多いのではないかというような指摘もされているとこ

ろです。 

  このような大きな考え方の対立につきまして，基本的なスタンスが決まるということになれば，

各事件類型ごとの各論的な検討の大きな方向性の枠組みが決まるというものとも言えますが，た

だ他方で，この基本的なスタンスの違いというものは，個別の事件類型において管轄原因を議論

して，その結果を集積したものというふうにも言えます。そのため，この基本的なスタンスの在

り方と各論とは，段階的に御議論いただくべきもの，つまり，先にこの基本的なスタンスを決

めた後で各論的な議論をするというよりも，基本的なスタンスの在り方と各論とを相前後しつ

つ検討していくべき議題ではないか，あるいは各論的な議論をまずはしていくべきではないかと

いうふうに思っております。 

  なお，資料の中で，身分関係の当事者というように限定した表現をしておりますのは，身分関

係の当事者ではない第三者が訴えを起こしたり，あるいは当事者が死亡していて，検察官が被

告となる場合などを想定して，これらの場合は含まないという趣旨を表現するためにこのよう

な表現をしています。 

  次に，１以下，各論的な事件類型ごとの管轄原因についてです。 

  離婚関係事件及び婚姻関係事件に関し，まず当該訴え又は申立てに係る身分関係の当事者であ

る被告又は相手方の住所地に管轄を認め，原告又は申立人の住所地に一般的な管轄原因を認めな

いという，総論の第一の考え方を採った場合においては，昭和３９年の最高裁判決で示されたよ
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うな，原告が遺棄された場合，被告が行方不明である場合その他これに準ずる場合という管轄

原因の当否や，このような管轄原因を認めることが妥当であると考える場合は，その趣旨をど

ういうふうに規定していくべきなのかなどを検討する必要があると考えております。 

  なお，この点については，いわゆる緊急管轄の規律の在り方として総論的に検討するというこ

とも考えられるところではあります。 

  また，原告や被告の住所地といった管轄原因のほか，当事者の本国，あるいは婚姻住所地を管

轄原因とするという考え方の適否が問題になると考えています。 

  さらには，合意管轄あるいは応訴管轄を認めるかどうかということも問題になると考えます。 

  次に，財産分与事件についてです。 

  財産分与事件に関し，論点の提示の仕方としては，まず財産分与事件という独立の「単位事

件類型」を設定した上で，離婚関係事件と同様の規律にするかどうか，あるいはほかの規律が妥

当かというふうな形で提案をしています。 

  なお，今使用しました「単位事件類型」という言葉ですが，耳慣れない用語かとは思われます。

これにつきましては，国際裁判管轄の規律を設ける単位となる事件類型という意味で使用してお

りまして，国際私法における「単位法律関係」に相当する法制上の概念という趣旨で，便宜上，

今後この用語を使いながら説明してまいりたいと思っております。 

  次に，親子関係事件ですが，親子関係事件のうち，実親子関係事件については，当事者の住所

地のほかに，当事者の本国にも管轄を認めるのかどうかということが問題になります。 

  なお，養親子についての身分関係の形成又は存否の確認を目的とする訴えについては，実親子

関係と同様の規律とすることを論点として提示しています。 

  また，養親子関係事件については，養子となるべき者と養親となるべき者との間の利害対立は

基本的にないという認識を前提に，双方の住所地を管轄原因とすることの適否を論点として提

示しています。ただし，これに加えて，更に当事者の本国の管轄を認めるか否かということが問

題になると思われます。 

  特別養子縁組の離縁を目的とする審判事件については，養親又は養子の住所地に加えて，申立

人の住所地にも管轄原因を認めるべきかという点を議論していただきたいと思っておりますが，

一方で，特別養子縁組を一般の養子縁組から切り出して，独立の単位事件類型として議論するこ

とそれ自体については，外国の法制によっては，この単位事件類型に該当するか否かが不明確

になってしまうのではないかという指摘も考えられるところであり，特別養子縁組を独立に取

り出して議論すべきかどうかという点も，併せて検討していく必要があるのではないかと考えて

います。 

  ちなみに，この，単位事件類型をどの程度細かく分類して議論していくかという問題について

は，諸外国の法制との関係で，外国の事件がどの類型の事件に該当するのかについての判断の明

確性という点を意識しながら検討していく必要があるのではないかと考えています。 

  次に，死後離縁を目的とする審判事件ですが，これについては，申立人の住所地や縁組の当事

者の一方の死亡時の住所地，これを管轄原因にしてはどうかということで論点として提示してい

ます。 

  次に，子の監護及び親権関係事件についてですが，これについては，子の利益を特に重視して，

子の住所地を管轄原因とすることが適切であると一般的に考えられているかとは思われます。

ただ，そのほかに，付加的にどのような管轄原因を認めていくべきかという点で議論する必要
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があるのではないかと考えております。 

  また，離婚の附帯処分として，子の監護に関する処分がされる場合もありますが，この場合に

ついてどのように規律するかという点についても，併せて御議論いただきたいと思っております。 

  扶養関係事件については，扶養義務者の住所地又は扶養権利者の住所地を管轄原因とすること

を論点として提示していますが，子の監護に要する費用の分担の処分の審判事件については，特

に子の住所地を管轄原因とする必要がないのかということ，またこの場合，専属管轄とすべきか

どうかという点は，議論があるものと思われます。 

  相続関係事件については，被相続人の住所地を管轄原因としてはどうかということを論点とし

て提示しています。さらに，これに加えて，相続財産の所在地にも管轄原因を認めるかどうか，

相続財産の所在地に管轄原因を認めるとした場合は，財産が少しでもあればいいのかどうか，こ

のような点が問題になっていくものと思われます。また，遺産分割事件等，相手方のある事件類

型の場合には，合意管轄を認めるかどうかという点も御議論いただきたいと思います。 

  成年後見等関係事件については，法の適用に関する通則法５条に，現在，規定がありますが，

この規律を基本的に維持するということとしてはどうかということを論点として提示していま

す。このほか，本人の財産が我が国にある場合に，我が国の管轄権を認めるかどうかという点な

ども御議論いただければと思います。 

  未成年後見関係については，成年後見関係事件と同様の規律にするかどうか，成年後見関係事

件と同様の規律にするのであれば，そもそも独立の単位事件類型として両者を分けて検討する

必要があるのかどうかといった点が問題になっていくものと考えております。 

  失踪宣告関係事件については，法の適用に関する通則法第６条に，現在，規定がありますが，

この規律を基本的に維持することとしてはどうかということを論点として提示しております。 

  不在者財産管理事件については，規律を設けることの要否及び規律を設けるとした場合にはど

ういうような規律にするか，不在者の財産の所在地を管轄原因とすることでよいのかどうかなど

について御議論していただければと思います。 

  その他家事事件については，行政的な性格が強いこと，それから国際裁判管轄が問題となる事

例が余り考えにくいのではないか，あるいは問題となった事例が，公刊物等には見受けられない

ものが多いのではないか，こういったことから，規律を設ける必要性が大きくないのではないか

というふうにも考えられるところですが，ただ，戸籍法に規定する審判事件，中でも，氏又は

名の変更に関する事件については，我が国に管轄を認める必要性があるのではないかという指摘

もあるところであり，この点に関して特に御議論いただければと思います。 

  次に，第２としまして，一般的な管轄原因の在り方，管轄原因の総論に関する事項です。 

  まず，管轄原因の存否に関する証拠調べ，それから管轄の有無の判断基準時及び少し飛びまし

て３で書いてある反訴，これにつきましては，説明は省略させていただきたいと思います。 

  合意管轄及び応訴管轄については，個別の事件類型の中での議論によるところが大きいと思わ

れますので，個別の事件類型における議論に委ねるものとしてはどうかというふうな形で提示し

ております。 

  併合請求については，基本的には民事訴訟法第３条の６と同様の規律とすることを想定してい

ますが，離婚関係事件と子の監護に関する処分，これが併合提起される場合，この扱いについて

は議論があると思われます。したがって，これについては，各論で特に御議論いただくのがふさ

わしいのではないかというふうに考えております。 
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  緊急管轄については，各論における離婚関係事件の論点でも若干触れましたが，総論として，

ここで，特にどのような要件を設け，その内容をどういうふうに考えていくのかという点につい

て，議論いただければと思います。 

  特別の事情による訴え又は申立ての却下については，特に特別の事情を認定するための考慮要

素というものをどういうふうに規定していくのかということなどについて御議論いただければ

と思います。 

  訴え又は申立ての競合については，そもそもこれに関する規律を設けるかどうか，設けるとし

た場合には，その要件と効果をどう考えるかについて議論していただければと考えております。 

  家事調停事件については，当該家事調停事件が訴訟又は審判になった場合に管轄権を有する裁

判所が管轄権を有するとともに，相手方の住所地国の裁判所も管轄権を有するものとすることを

想定していますが，更にこれに加えて合意管轄を認める余地があるかどうか，認めるとした場合，

その調停事件が訴訟又は審判になった場合に調停事件が継続していた裁判所に管轄を肯定する

かどうか，こういった点が問題になるというふうに考えております。 

  次に，第３，外国裁判の承認及び執行についてですが，これについては，基本的には民事訴訟

法第１１８条及び民事執行法第２４条と同様の規律とすることとしてはどうかということを論

点として提示しています。そして，承認については，相互の保証の要件ですとか，相手方のない

類型の家事事件における送達あるいは応訴の要件，こういったものについて議論していただけれ

ばと思いますし，執行については，管轄裁判所ですとか，執行のための手続としてどのようなも

のが考えられるか，こういった点について御議論いただければと思います。 

  最後に，第４については，その他となっておりますが，この点についての説明は省略させてい

ただきたいと思います。 

○高田部会長 どうもありがとうございました。 

  ただいまの事務局の説明につきまして，御質問がございましたら，まずお伺いしたいと存じま

す。 

○道垣内委員 この審議に先立って研究会を開いていただいて，この種の資料をきちんと作ってい

ただいたのは，非常に有り難いことで助かります。前提として確認させていただきたいのですけ

れども，人事訴訟法を見ますと，２条で，人事訴訟の定義がされていて，１号から３号までです

が，それは，どうやら私が，今，見たところでは，限定列挙であるようで，この事件類型のみ

が人事訴訟手続とされて，人事訴訟法の適用範囲となります。 

  他方，家事事件手続法のほうを見ますと，やはり定義がございます。ただこちらはつくりがや

や違うようです。１条で，家事事件について，家事審判及び家事調停に関する事件というふうに

定義され，４条で，その管轄が家事事件という言葉を使って書かれているわけですが，ここまで

のところですとまだ大差はないかなと思うんですけれども，１１７条以下を見ますと，個別の事

件類型の規定になっていて，それらは全て別表１をリファーしています。そして，別表１は，全

て民法の規定をリファーして，言葉を定義しています。 

  何を言いたいかといいますと，まず最初の人事訴訟法のほうにつきましては，先ほどの２条の

定義が限定列挙であるとすれば，日本にないような，しかし準拠法上は存在するような家事的な

事件，別居訴訟とか，あるいは離婚といっても日本とは概念が多分違う外国法でのそれとかは含

まれないですし，それから２条２号ですと，「民法７７３条の規定により父を定めることを目

的とする」というように，民法をリファーしているので，外国法が準拠法になったら入らないの
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ではないかという疑問が生じます。同じく家事事件手続法についても，全ての事件類型が民法を

リファーして定義されているとすれば，外国法準拠のものは，そもそも適用対象になっていない

のかという問題が生じます。その辺りは，現行法の適用の問題なので，そこの確認をまずさせて

いただければと思います。外国法準拠のものであっても処理しているとすれば，どのように動か

しているのかを伺いたいと思います。 

○高田部会長 いかがでしょうか。 

○内野幹事 この辺りは，正に，今回の法制の中で，正に単位事件類型の概念立ての在り方，それ

をどういう法令ないし法制に基づいて定義していくか，認識していくかという論点にも関わるの

かなと先生のお話を聞いていて思ったのですが，事務局として，こうあるべきというところまで，

議論の御提案として具体的に固まっているわけでは，実はございません。正に，今申し上げまし

たような単位事件類型の概念をどのように定義していくか，手続上の観点からすれば，どういう

ふうな概念立てでもって，事件類型を眺めていくか，その在り方というのは，是非この場での議

論の中で回答を見付けていきたいと考えております。 

○道垣内委員 私が伺ったのは，方向性をどうするかではなくて，現在，この法律を適用して，

外国法準拠の事件を扱っているのではないか，扱っているとすれば，何をどう解釈して，そのよ

うにされているのかという趣旨です。 

○高田部会長 道垣内委員の御質問は，管轄以前の問題で，現行法上，これらの事件を扱う際に，

渉外事件手続は，何を根拠に，手続を動かしているかという御質問として理解してよろしゅうご

ざいますか。 

○金子幹事 もちろん，日本に管轄がある事件につきましては，手続は管轄地法によるという原則

の下では，隙間はないはずですので，必ず何かの手続は用意されているという建前があるはずで

す。したがって，今回の諮問の事項の関係で見ましても，人訴の手続あるいは家事事件手続法の

どこかの手続をそのままか，あるいはそれを参酌する形で，手続が決まるはずです。 

  その決め方，どうしてそれが決まるのかということにつきましては，法律そのものの中には書

き切れていないので，しかし手続がないということはないので，準拠実体法が外国法である場合

には，明示的には，例えば家事事件手続法の別表の中にダイレクトに当てはまらないわけです

けれども，それでも手続としては必ず用意されているという前提で考えています。したがって，

その場合に，どの手続を使うかということになりますと，これは，準拠実体法の内容に照らして

最も近いと考えられる手続を使うということになるのではないかと思います。 

○道垣内委員 明文の規定がなくて，準用してやっているのですというのは，一つの説明かもしれ

ません。法律が完璧であるという前提は，必ずしも真ではないかもしれないので，手続は全部規

定されているわけではなく，欠けている部分はあるけれども，しかし近い事件に準じてやって

いますというのは一つあり得る説明だと思います。 

  実務における事件処理は何か理屈を付けてやっているのだと思います。その上で，どのよう

に国際管轄規定を置くのかということについてですが，最後にどのような形で法律を作るかと

いうのは，この審議会で議論することではなく，法制的なことなのだろうと思います。けれども，

事件類型あるいは単位事件類型という言葉を使って，その「単位事件類型」はほぼ人訴法と家

事事件手続法の中で使われている概念をリファーしているとすれば，最初から合わないのではな

いかという疑問があります。渉外事件においては本案に適用される準拠法が何になるかは，本案

の審理に入って国際私法に照らして準拠法を決めてみなければ分かりません。その請求がどのよ
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うな請求なのかも，当事者の主張を聞いてみなければ分からないし，もちろん請求として成り立

たない請求もあり得ると思いますが，それでも，それは最後の結論の問題です。管轄というのは

入口の話ですから，最初の段階で受け入れるかどうかを判断しなければいけなくて，そのときに，

我が国の法律である民法の概念で作られている入口しかないとすれば，入口に迷うのではないか，

あるいは入れないものも出てくるのではないかという懸念があります。 

  私から見れば，現在の人訴法や家事事件手続法は作り込み過ぎていて，日本の実体法と１対１

に完全にきれいに対応する形でできてしまっているので，準拠法が違ってしまうと，入る隙間

がないように見えます。国内事件としては，それでうまく動いているから，それでいいんですけ

れども，しかし，国際的な事件で国際裁判管轄を考えるときに，それをそのまま使おうとすると，

無理が生ずるおそれがあると思います。法律の出来上がりの形がどうかということと関係する

んですが，先ほどの家事事件手続法の１１７条以下のところの冒頭の所に，個別に国際裁判管

轄に関する規定を入れ，更に１２８条の前にも入れ，どんどん入れていくというのは，見た目も

美しくないし，動きにくいだろうと思います。そこで，もっと前のほうに，国際裁判管轄の規定

を一つ，一つと言っても枝番でたくさんになるかもしれませんけれども，まとめて置く方がいい

のではないかと思います。そのときの規定の仕方は，極めてざっくりとした形で置くという方法

があり得ます。あるいは，もう一つの方法としては，ここまで作り込まず，もう少し違うくくり

をすることもあり得るのではないでしょうか。そのことは，しかし，この法律の出来上がりの形

が，法制的問題であり，最後に決まることだとされているとすれば，審議会としては，非常に審

議しにくいように思われます。もし，１１７条の前などに個別的に規定を置くという形になる

とすれば，そのような形で用意しておかないと入らないということになります。現行法の１１７

条以下の枠組みは違う枠組みで要綱を作るということは，別の形にする立法オプションがなくな

るということになります。いずれにしても，研究会の報告書は，人訴法や家事事件手続法という

民法に沿って作り込み過ぎている法律の枠組みに寄りかかり過ぎているのではないかと思った

ものですから，ご質問した次第です。 

○内野幹事 飽くまでも，資料は，今のような御指摘も含めて，議論をしていただけるように作ら

せていただいております。恐らくこの中には，またほかのお考えの方もいらっしゃるかもしれな

いと思いまして，作らせていただいております。 

○高田部会長 御意見として承ればよろしいですか。 

○道垣内委員 今の段階ではそういう意見です。ほかの方の御意見もどうぞ。 

○高田部会長 後で御意見は伺おうと思っておりますので，まず質問がございましたらお願いいた

します。 

  では，先ほど申しましたように，本日は自由討論を予定しております。委員，幹事の皆さん，

どなたからでも，あるいはどこからでも御発言いただければと存じますが，ただいまの道垣内委

員のご発言は，私の理解しますところ，本部会では，直接の審議の対象としない法制的な構成が

議論に影響を与えるのではないかという御意見ということでよろしゅうございましょうか。 

○道垣内委員 それは，端っこの話です。そもそもどのような項目立てで議論をしていけばいい

のかが問題だというのが意見が中心です。 

○高田部会長 恐らく，単位事件類型という言葉遣いは，今，内野幹事からもありましたように，

議論のたたき台と申しますか，事件のイメージをつかんでいただくために，日本の民法が想定し

ている事件を扱っただけでございまして，概念的には，国際民事訴訟法の概念であって，管轄を



 - 12 -

規定するために，どのような事件類型というのを想定すればよいかということで，議論されるべ

き概念であるというのは御指摘のとおりだろうと思います。 

  したがって，単位事件類型ごとに議論するというアプローチを採る場合には，単位事件類型と

いうのはどのようなものを想定するのが，議論の進行上，望ましいかという御意見と承りました

が，その点について，他の委員，幹事の皆さん方の御意見賜ればと存じます。 

○山本（弘）委員 今，道垣内委員の御質問について考えたことですけれども，同じことは，恐ら

く，法の適用に関する通則法の単位法律関係についても言えるわけで，これは，かなり日本の民

法に寄りかかった単位法律関係の設定になっているだろうと思うのですが，これを現実に裁判所

で適用しておられる裁判官の方々は，それで何か困っているというようなことはあるのでしょう

か，渉外事件の処理に当たって。 

○岡委員 一般的には，先ほど金子幹事がおっしゃったように，現実に申し立てられる事件という

のは，何らかの日本の民法あるいは手続法が予定する事件類型と同じか，あるいは近いものとい

うことなので，その枠組みで取り扱っている，あるいは対応していることが多いのではないかと

思います。ただ，道垣内委員の御指摘のように，外国法が準拠法となるような事件においては，

全く日本法では予定されていないような類型の申立てであったり，そういう事件があるかもしれ

ません。その場合にどう対応しているかということなんですが，自分の実務経験を振り返ったと

ころでも，思い当たらないものですから，現状としては，今日のところは，その程度の御説明し

か難しいかなというように思います。 

○高田部会長 秋吉委員，何か聞いておられることがありますか。 

○秋吉委員 私自身も，具体的に問題となった事件を経験しておりませんが，ただ，せっかくなの

で，ここで先ほどお話のあった隙間のない分かりやすいものができれば有り難いなと思ってお

ります。 

○道垣内委員 山本弘委員のおっしゃった点ですけれども，国際私法上の概念は，たまたま民法と

同じ漢字を使っているかもしれませんが，しかし日本民法とは内容は違うということは共通認識

だと思います。ですから，先ほどの別居の申立てなども，離婚という言葉に含まれている，日本

法ではない言葉ですけれども，そういう解釈するのが普通だと思います。 

  私が申し上げたのは，家事事件手続法のほうは，民法を定義の中に組み込んでいるので，外国

法が準拠法となる場合を包含する余裕がないのではないかということです。家事事件手続法を

前提にしてしまうと，結果として入らないものがたくさん出てくるのではないか，だから，家事

事件手続法のカテゴリーをそのまま使うのは，いかがなものかということを申し上げたわけです。 

○竹下幹事 一点，関連する質問なんですが，こちらの本日の資料の中で，例えば年金分割事件と

いうものが２ページ目の（３）で掲げられていると思うんですが，こちらは，日本の年金分割を

念頭に置いているのか，それとも諸外国のものを含めた形で想定しているのか，恐らく道垣内委

員の御関心の点とやや関連してくるとは思うんですが，御説明いただければと思います。 

○内野幹事 議論するには，ある程度，具体像がなければいけないということで，日本の制度をま

ずは持ち出しております。ただ，正に道垣内委員がおっしゃったように，ここでの議論は，そう

いった渉外的要素を含む単位事件類型はどのように設定していこうかという議論ですので，その

論点との関係で，ではこの概念は，果たしてこの法制において持ち出すのがいいのかどうか，そ

こそのものも論点として扱いたい，こういう趣旨でございます。 

○金子幹事 むしろ道垣内委員にお聞きしたいんですけれども，例えば国際裁判管轄の単位事件類
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型としての「離婚」を狭く捉えて，別居を求める裁判はそこに入らないけれども離婚に準じて

考えるということと，そこでいう「離婚」とは，日本の民法に言う離婚と異なり，法定別居を

含む概念と捉えるのと，アプローチの仕方には違いはあるものの，どちらもあっていいように思

うのですが，そういうものではないのでしょうか。 

○道垣内委員 法律の形によると思います。例えば，人事・家事事件の国際裁判管轄に関する単

行法を作って，そこで通則法と同じような言葉遣いに倣っておく，あるいは手続法と同じ言葉遣

いをすることでもいいですけれども，手続法の概念そのものとは違いますという前提で規定す

るというのなら，通則法と同じように解釈適用することができると思います。しかし，現在，人

事訴訟法及び家事事件手続法という法律があって，民訴の平成２３年改正の出来上がりが，民

訴法に国際裁判管轄の規定を組み込むという形であったことを考えれば，国際裁判管轄規定は人

事訴訟法及び家事事件手続法に組み込まれる可能性が高いように思ったものですから，そうする

と苦しくなるのではないかということと，本当に日本にない類型の事件までうまく救えるのか

ということを申し上げた次第です。「その他」という文言を添えておけば，漏れのない処理もで

きるかなと思います。 

○高田部会長 「その他」というのはどうご趣旨でしょうか。 

○道垣内委員 今の話は，現行法の作り込んだ言葉をそのまま使うとすればということですが，そ

の文言を少し広目に解釈していくことができるように，民法だけではなく，その他の法律上の同

様のものも含むと読めるような定めにしておくということです。 

○内野幹事 先生の今の御指摘は，アイデアとしては，緊急管轄といいますか，特別に認めるよう

な管轄に関する規定を想定されているのでしょうか。 

○道垣内委員 緊急管轄ではないです。単位事件類型に当てはまらない「その他」というのもの，

外国法を準拠法とするものを対象とすれば，何が出てくるか分からないので「その他」という

文言を付け加えておくということです。 

○山本（和）委員 厳密に言えば，国内管轄にも全く同じ問題があるわけなんですよね。要するに，

日本に，今，定めている，日本法を準拠法として，今，国内管轄でおさめているわけですが，そ

の外国法を準拠法とする事件について，それでは国内管轄がないのかという話になるのではない

ですか。 

○道垣内委員 それは，最初に私が質問したことで，どうやってその事件を扱っているのですかと

いう疑問です。現行法の運用上，外国法準拠の離婚等があるわけですが，知らん顔して運用して

いるということですよね。 

○山本（和）委員 それは，私も，家事・非訟事件部会でしたか，そのときに気になって，事務局

について説明してもらって，今の金子幹事と同じような御回答だったわけですけれども，ただ国

際裁判管轄にだけ，その他というのを作るというのは，国内管轄との関係ではおかしいですよね。

国内管轄で規律し尽くされているんだとすれば，同じことではないかという感じがするんですよ。 

○道垣内委員 私は外国法の知識が乏しいので，世界中，いろいろな家族法の請求や争いがあると

思いますので，それを全て知っている人は多分いないでしょうが，そうであってもすべて国内管

轄ルールのどれかに該当するという扱いができるんだということであれば，その他という規定は

要らないかもしれません。ただ，本当に大丈夫かどうか・・・。 

○池田委員 議論がある，例えば同性婚の解消とかというのを訴えでやりたいと思っても，裁判所

はどうするのかなと今ふと思ったんです。 
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○秋吉委員 私自身がやっていないので，本当に申し訳ないですが，多分その担当裁判官が，その

事件で一生懸命どこに似ているかということを考えながら，一番，利害関係とか証拠の状況だと

かも踏まえて，似たところに当てはめていくのではないかと思われます。ただ，今回，東京家

裁の中で，ここへ来る前に研究会報告書での議論について意見を聞きましたけれども，この単位

事件類型の分け方だと困ってしまうという意見は出てこなかったので，恐らく，近い類型の事

件に当てはめて考えているのが，一般的な発想ではないかと思うんです。 

○畑委員 ただ，いずれにしてもこの部会での審議の進め方としては，やはり何かしらの単位を想

定して，議論していかざるを得ないのではないかと思います。例えば，ここの資料にあるぐらい

の単位で議論していって，先ほどの御説明にもあったと思いますが，例えば特別養子縁組という

ものと特別でない養子縁組というものを区別するのが適当かどうかというふうな，そういうこと

を議論していくほか，審議の仕方としてはないのではないかと思います。 

○高田部会長 ほかにも御意見があるかもしれませんが，みなさんから御発言がありましたように，

単位事件類型というのは，やや日本の民法に寄りかかっている嫌いがありますけれども，理屈の

上では国際訴訟法の概念だということでして，取りあえずイメージを豊かにするためにも，ここ

に挙げた程度の事件の類型を前提にしてしばらく議論を続けていき，法制の問題も関わるかも

しれませんけれども，最終的に望ましい規律の在り方を考えていくということにさせていただけ

ればと現時点では考えております。もちろん，本日，方針を決定するつもりはございませんし，

そもそもできないと思いますので，随時議論の進展に従って，変わることもあり得べしという

ことで進めていくことになるかと思いますが，単位事件類型については，このくらいでよろしゅ

うございますか。 

  それ以外の点につきまして，取りあえずどこからでも，どなたからでも御意見賜ればと存じま

すが，いかがでしょうか。 

  それでは，随時御意見いただくこととしまして，今後の事務局の資料作成にも影響致しますの

で，先ほどの御説明にもございました冒頭部分と申しますか，基本的なアプローチの問題につい

て，御意見を賜ればと存じます。 

  非常にラフに言えば，相手方のある人事訴訟事件，例えば離婚事件について，被告の住所地を

一般的な管轄原因としつつ，その他日本との法的関連性を有する管轄原因が認められるのは，ど

ういう場合かというアプローチを採用するか，それとも被告の住所地とともに原告の住所地も管

轄原因として並べて，それでは，適正，迅速な裁判という観点から，あるいは当事者の公平とい

う観点から，不適切な場合を除いていくかという二つのアプローチがあるということで，この点，

配布されております報告書でも，意見がまとまらず，かなり議論がされたところでございました。

この点も，本日これからの議論の骨格を決めるという趣旨では全くございませんで，次回以降の

資料を作成する際に事務局が参考にするためにも，皆さんの御感触がお伺いできればと存じてお

りますが，いかがでしょうか。 

○池田委員 原告の住所地という考え方の場合に，やはり被告，相手方の負担ということが，全く

考慮されないという問題があろうかと思います。特に，管轄を非常に広くとって，問題がある場

合に外すというアプローチを考えた場合に，そもそもそこで争うこと，日本に来て争うことその

ものが，非常に支障があるという場合には，被告は，応訴といいますか，来ることも，管轄を争

うこともできないという場合が往々にして考えられるわけで，そういう状況のときに裁判所が，

後見的に，そういうのはおかしいのではないかと思うとは限らなくて，結局，争えないので，
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原告の言うとおりに管轄を認めてしまうということになるかもしれないという気がします。そも

そもの決め方が，被告のほうが来づらいといいますか，そういった場合があり得るわけで，そう

いったときに，争うこともできないのに，広いままで，外すこともできずという不合理な結果に

なり得るのではないか，そういう事態を非常に懸念しております。現実に私の経験した事件でも，

外国にいる当事者の場合に，争うこと，資力とか，いろいろなものが必要になってくるわけです

けれども，それができないと，そのまま管轄が認められるというようなことになる事態も考えら

れますので，やはり一般論として，被告の負担ということについては，考えておくべきではない

かと思います。 

○高田部会長 どうもありがとうございました。 

  ほかの御意見はございますでしょうか。 

○道垣内委員 まず，冒頭のところで例にされているのは離婚で，昭和３９年の最高裁判決が引用

されておりますけれども，これは当時の人事訴訟法の規定のもとでのものであるという認識が必

要ではないかと思います。前提となっているというか，当時の背景事情としては，氏を称する側

の当事者の住所地管轄という規定だった時代のものであり，この規定では，婚姻による氏の変動

については各国様々である以上，外国法準拠の事件では使えないことは明らかです。 

  その後，人訴法は，何度か改正があり，現在は，当事者のいずれか一方の普通裁判籍所在地に

管轄があるという定めになっており，それで不都合があれば移送するということになっています。 

  平成８年の最高裁判決は，昭和３９年判決よりも原告の住所地管轄に好意的で，ただ昭和３９

年判決をひっくり返すのではないとまでわざわざ判示しているので，両者の関係についての理解

がなかなか難しゅうございますけれども，昭和３９年判決が絶対的な先例ではないことは明らか

です。したがって，昭和３９年判決があるからといって，それはなかなか覆しづらいと考える必

要はないのではないと思います。 

  ただ，国際的な事件では，移送ができませんから，そこに少し配慮した限定をつけるか，ある

いはそれも含めて，特別の事情に落とし込むか，そこは，分かりやすさということもあるので，

典型的に出てくるような被告に不利益な状況があれば，それは，明確に，制限的に書いたほうが

いいと思いますけれども，どうも，Ａ案として昭和３９年判決がこういうふうに取り上げられる

ことには，現時点では，違和感があります。 

○山本（和）委員 一般論のところで，私も，この研究会に出ていて御議論を伺っていたんですが，

そのときに受けた印象ですと，先ほどの池田委員のお話とも重なるんですが，②のような考え，

つまり原告住所地で一般的な管轄原因を認めるという考え方を採ると，必然的にそこに個別の事

情というかどうかはともかく，穴を空けるということになるわけですけれども，その穴がどの程

度大きいのかという認識の違いといいますか，私の印象では，②を強く主張された方は，それほ

どここは，大きな穴は空かない，基本的には先ほど近江関係官の御説明でも，基本的には離婚し

たい人が自分の所でやりたいと言えば，離婚の管轄というのは，それで認められてもしかるべき

ものなのだ，だからよほど例外的な場合でなければ，穴は空かない，そういうような考え方を

かなりお持ちであったような気がして，それに対して①的な考え方は，それだとかなり大きな穴

が空いてしまって，特段の事情というのは非常に広くなってしまって，先ほど池田委員が言われ

たような問題も発生するということで，この①のように，基本は，被告の住所地において，そこ

に婚姻共通住所地とか国籍とか，いろいろなものを積み重ねていって，適当な範囲のもの，管轄

原因を最初から作り出していくという方向に努力すべきだ，私自身も，どちらかと言えばそちら
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に近い考え方だったのですけれども，その辺りの基本的な違いがあったような気がして，そうい

う意味では，この原告住所地にしてしまうと，不都合な事案といいますか，これは困るのではな

いかというようなところについて，どの程度この部会で，コンセンサスみたいな共通了解がとら

れるのかなということによって，規定の仕方が変わってくるかな，個人的にはそういう印象を持

っております。 

○高田部会長 穴という言葉が使われましたけれども，道垣内委員の言葉を使えば，特別の事情に

該当する規律をどのように準備するかによって，イメージは変わってくるのではないかというこ

とで，その点についての議論と最終的な姿は関係するのではないかという御意見かと存じますが，

その辺りも含めて，他の委員，幹事の皆様の御意見賜ればと存じます。 

○竹下幹事 この点が，最終的な，実質的な規律の内容と直接に関係するのか関係しないのか。個

人的には，やや関係し得るかなと推察するところはあるものの，こちらの報告書のほうでも出て

いるとおり，アプローチの仕方の違いだけでも，整理がつく。そうなったときに，個人的には，

やはり少なくとも議論の進め方としては，①の考え方で進めていただくことが，私個人にとって

は有り難いかなと。なぜかと言えば，これまで私たち学者は，当然のことながら，判例をベース

にしながら，ずっと研究を積み重ねてきたところでございまして，ある意味②の考え方ですと，

それらとの連続性が一旦断ち切れて，新たに議論するという印象をどうしても持ってしまいます。

その点で，これまでの議論との連続性を明確に認識できるか，①の形で議論したほうが認識でき

るかなと個人的には思っておりますので，もしアプローチの違いだけということであれば，①の

方法で議論していただくのが，個人的には適切かなと考えております。 

○高田部会長 ありがとうございます。ほかに御意見はございませんでしょうか。 

  今，竹下幹事からも御指摘いただきましたように，かつ報告書にもございますように，アプロ

ーチの違いと申しますか，過不足ない規律ができれば，恐らく結論はかなり近いところに行くの

かもしれませんけれども，議論の仕方としては，①のほうが望ましいという御意見も出ましたが。 

○道垣内委員 人訴法の４条の立法の過程で，いろいろな議論がされたのだろうと思うので，その

国内での議論のトーンというのがよく分からないのですが，そこでの議論が，なぜ国際的な事件

には該当しないのかを伺いたいと思います。４条と７条はセットだからというのは，一つの説明

かもしれません。ただ，いずれにしても，人事訴訟については，職権探知の規定もきちんと入っ

ているので，それほどひどいことにはならないのではないかと思います。もっとも，実際に職権

探知の運用がどうなのか，そうそう分かるものではありませんと言われるかもしれませんが，相

手方が出廷困難であるがために，原告が言うがままの事実が認定され，そのまま言うとおりにな

ってしまうことがほとんどだというのであれば，それは根底から考えなければいけませんし，正

義はきちんと担保されているんだということであれば，それほど神経質にならなくてもいいとい

うことになろうかと思います。少なくとも４条との関係を少し御説明いただければなと思います。 

○高田部会長 次回，その点について議論しますので，その際に正確に御回答いただけるというこ

とだと存じます。先ほど言いかけましたけれども，竹下幹事から，①のアプローチに，従来の議

論との連続性というメリットがあるという御指摘を受けましたが，報告書も，①，②が並列でご

ざいますし，いずれのアプローチが適切かということ自体の議論がしばらく続くのではないかと

存じますので，ご議論を踏まえて，皆様の御意見をなお賜り，最終的な方向を決めさせていただ

ければと存じます。 

  ほかに，この点，何か御意見がございますでしょうか。 
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○道垣内委員 財産事件において，特別の事情の規定を余りに広範囲に適用する余地を残すことは，

当事者の予測可能性を害しますし，取引の安全を害し，社会における取引コストを上げるかもし

れないというので，できるだけ個別の規定に書けるところは書いたわけです。これに対して，人

事・家事事件については，予測可能性はそれほど大切ではないというか，むしろ結果の妥当性と

いいますか，与えられる解決の妥当性が担保されれば，あらかじめ国際裁判管轄ルールが明確に

なっていないことのマイナスは，財産事件に比べれば相当小さいのではないかと思います。この

点，認識が違うのでしょうか。そこが分からないんですが。 

○早川委員 今の道垣内委員の御指摘は大変重要だと思いますので，できたら，取引の場合と，そ

れから家族の場合とで予測可能性の重要性が違う理由について，もうちょっと御説明いただいた

ほうが，皆さん，分かりやすいだろうと思います。 

○道垣内委員 違うと思っているものですから，どうして違うのかと言われても困りますが，ビジ

ネスですと結局お金のことなので，訴訟に掛かるコストは無駄ですので，コストは下げたい。そ

うすると，入口の段階で，訴訟が日本でできるかどうか分からない，日本での裁判をトライして

みる価値はあるとなると，和解交渉もできないといういろいろなマイナスが生ずるおそれがある

と思います。他方，家事事件ですと，もっと中身がシリアスで，人生がかかっているとか，ある

いは子供の幸せな将来がかかっているような事件であって，フォーラムが決まらないかもしれな

いことのマイナスよりは，望む解決が最終的には得られることがよほど大切だと思います。時間

が掛からないほうが，いいに決まっていますけれども，しかし時間が多少掛かっても，中身が大

切であって，和解というのも，手続コストを盾に，和解せざるを得ないとか，そういうことは余

りないような気がします。そういう意味で，実体的正義の占める割合といいますか，そういう言

い方が自分の正しい説明かどうかよく分かりませんが，その正義実現のところに，中身の実体と

しての正義の実現に注力すればよいので，フォーラムによって正義の与え方が違うというのが現

実でしょうけれども，日本の正義を与えることをそれほど遠慮しなくてもいいのではないかと思

っています。広目に国際裁判管轄を認めておく，つまり，どちらかというと②のほうがいいので

はないかと思っているものですから，申し上げた次第です。 

○高田部会長 ありがとうございました。いかがでしょうか。 

○池田委員 ビジネスの場合ですと，どこのフォーラムになっても，普通，費用が全く払えないと

いうことはなくて，応訴できないということも比較的考えづらいと思うんですけれども，人事事

件の場合ですと，他国にいて弁護士に頼んでやるということが，そもそも極めて困難であって，

管轄がない所に行って，裁判をやらなければいけなくなり得るということ自体が非常に問題にな

る，つまりもうそこですべて否定されてしまうというか，申立人の言うとおりになってしまって

も，それを争うことが，絶対的に不可能になる，そういう違いというのがありそうな気はしてお

ります。なので，原告の住所地管轄を認めるとして管轄を広目に取った場合は，その被告のほ

うが，全く当初から何もかも否定されてしまうという場合がありそうで，ビジネスの場合だった

ら，とにかく行って管轄は争えばいいんだという感じになるような気がするんですけれども，そ

このところが，人事事件の場合に，非常に困難ということもあり得るのかなという気がしており

ます。 

○道垣内委員 別に反論する必要はないと思いますが，ビジネスにおいては，事件の経済価値が決

まっているので，非合理なコストがかかるので応訴できないという場合はいっぱい出てくると思

います。お金は掛ければ行けるかもしれませんけれども，しかし得られるプラスが限定されてい
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ますから。これに対して，そのようなことは，家事関係ではないのではないかと私は思っている

わけです。得られるプラスは無限なので，要するにバリューが付かない。 

○池田委員 バリューは付かないんですけれども，そもそも行くことが絶対的にできない場合もあ

ります。 

○道垣内委員 おっしゃっていることは分かりました。 

○高田部会長 いかがでしょうか，この辺り，実務家の先生の御感覚がお伺いできればとは存じま

すが。 

○平田幹事 先ほど山本和彦委員がおっしゃったように，大きな穴が空くか，小さな穴で済むのか

という感覚の違いというのは，やはり相当出てきているような気がします。私個人は，被告の手

続保障を考えたら大きな穴になってしまうし，下手すると，そちらがその気なら，こちらもとい

うふうな外国の対応があり得てもおかしくない話になってきかねないなという印象は持ってい

るんですけれども，日弁連の中では，かなりいろいろな議論がなされていて，②案のほうが良い

という御意見は，基本的には，対アメリカを念頭に置いて，日本で婚姻したにもかかわらず，ア

メリカに夫のほうが帰ってしまって，日本で離婚訴訟が起こせなくなっている。そうすると，ア

メリカに行った夫は，争う気がないのに，手続コストと時間のコストが相当掛かってしまうよう

なシステムで，本当にいいんだろうか，そういう事件が多いんだという意識が非常に強く出てい

て，そういう御意見が数名から出されております。ただ，そこをとって，対アメリカで手続コス

トがこれだけ掛かるというので，一般基準を立てていいのかどうか。それだったら，①で緊急管

轄とかで救っていったほうがいいのか，どちらのバリエーションのほうが，対アメリカだけでは

ない，広いところを考えた上で，本当に有効なルールになるのかというのは，日弁連の中でも詰

め切っていないところなので，今後また議論した上でお話ししたいと思っております。 

○高田部会長 ありがとうございます。 

  裁判所のほうは，特に，この段階では御発言はございませんでしょうか。 

○和波幹事 裁判所としても，これは，今の段階で一定の方向性を決めるという話ではないという

ふうには理解しておりますけれども，やはり家事事件の話であっても，それなりに迅速な解決が

要請される事件というのは，相当数あるのではないかとは思っております。そういった意味で，

入口のところで広くとってしまって，それを争うかどうかというところで，一つ選択を迫られ，

仮に争った場合に，そこで特別事情の却下等々で時間が掛かってしまうというのは，それはやは

り望ましくないという場面は，それなりにあるのではないかとは思っているところです。 

  あと，やはり日本との関連性が薄くなってしまうような広い管轄を認めた場合には，手続に時

間が掛かり，手続経済という観点からも，考えていく必要があるのかなと思っておりまして，そ

ういった観点を踏まえた上で，最終的にはバランスのよい管轄規定になっていく，それを考えて

いく必要があるのかなというふうに考えているところです。 

○高田部会長 ありがとうございます。 

  この点について，ほかに何かございますでしょうか。 

○西谷幹事 外国でも，資料の第１の冒頭②のように原告の住所地そのものを一般的な管轄原因と

して認めることには，被告の手続保障という点で問題があるという指摘がなされています。 

  ＥＵの離婚事件等に適用されるブリュッセルⅡbis 規則によれば，原告が特定の構成国に１年

以上常居所をもっていれば，離婚の管轄が認められます。これは，原告の常居所地を管轄原因と

する場合に 1 年の居住要件を課すもので，一つの国際的なスタンダードとなりつつありますが，
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ドイツの多数説は批判的で，管轄原因として広過ぎると指摘しています。私も，被告の手続保障

に配慮して，原告の住所地を管轄原因とする場合には，客観的なそれ以外の関連性も加味する①

の立場を出発点として議論していただくほうがよいのではないかと考えております。 

  それから，端的に原告の住所地を管轄原因とする②を採った場合には，「特別の事情」で縛り

を掛けるといたしましても，外国では，管轄原因として認められないようなケースで，日本の管

轄を肯定することにならないか，そのためせっかく日本で判決を下しても，外国では間接管轄を

否定され，承認が拒否される結果とならないかを危惧しております。このような観点から，国際

的な調和も視野に入れながら，①を出発点として検討を進めていただければと思っております。 

○高田部会長 貴重な御意見を賜りまして，どうもありがとうございます。 

  いただいた意見は，今後の資料作成に役立てていただけると思いますが，この辺りで休憩を取

らせていただければと存じます。 

 

          （休     憩） 

 

○高田部会長 では，時間になりましたので，再開させていただきたいと思います。 

引き続き，どの点，どこからでも結構でございますし，どなたからでも結構でございますので，

自由に御意見賜ればと存じます。 

○北澤幹事 どの順番からでも構わないということですから，私は，五番目の論点で挙げられてい

る相続関係事件のところで，少し考えていることがございますので，ここで意見を述べさせてい

ただきたいと思います。 

  既に頂いたこの部会資料１，それから人事訴訟事件等についての研究会報告書の部分とを参照

しながら，いろいろ考えてみたのですが，部会資料の５に挙げられている三つの丸い部分，それ

ぞれ一つ一つについて，少し意見を述べさせていただきたいと思います。 

  一点目の相続関係事件について，被相続人の住所地を管轄原因とした上で，付加的に相続財産

の所在地に管轄原因を認めるかどうかということですけれども，過去のいろいろな資料等を見て

おりますと，恐らく，この管轄原因としての住所地を認めるかどうかというところでは，研究会

の資料もそうですが，合意がある程度方向性として得られていくのではないかというふうに認識

しております。 

  一番気になっておりますのは，その付加的な管轄原因としての相続財産の所在地という部分で

ございます。研究会の資料のほうでも挙げられておりましたが，この付加的な相続財産の所在地

管轄を認める理由としては，相続財産が日本国内にあるというのであれば，財産関係について，

利害関係を有する者がいるはずである，そうすると，その相続財産の管理・清算という意味では，

非常に実効性を確保しやすいというようなことが挙げられていたかと思います。 

必要性があるというのを私も認識しているのですが，財産所在地を管轄原因にしますと，どの

程度の財産があれば，管轄が認められるのかというような議論が，当然，出てまいります。この

研究会の報告書でも，それから部会資料のほうでも，次の②のところで，付加的な管轄原因を認

めるとした場合に，財産というのをどのように評価していくのか，中心的財産というものの所在

地であるとか，それから財産を例えば動産，不動産とに区別して，不動産に限るとするのかとか，

一定の価格以上の財産に限定するのかというような議論がされていたかと思います。 

  先ほど冒頭のほうで，外国法制というものを議論として参照しながら，今後，審議を進めてい
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くということであったかと思いますが，ＥＵで，２０１２年に，相続に関する統一規則というも

のができておりまして，そこでは，裁判管轄，準拠法，外国判決の承認，執行について規定が設

けられております。そこでは，原則的な管轄について，ちょうどこの審議会での議論の方向性と

も一致すると思いますが，被相続人の常居所地管轄というものがまずありまして，それは，相続

全体を規律する管轄であるということが書かれているかと思います。それから，補充的に，財産

所在地の管轄を認めるという規定がございます。ただ，その場合には，被相続人の本国である等

別の要件が加重された財産所在地管轄であればともかく，財産所在地のみの管轄原因では，相続

財産全体について審理できるというわけではなく，財産が所在している国の裁判所で審理できる

のは，その領域にある財産についてのみという限定が付いております。こういった比較法の議論

も，また参考にしながら，財産所在地を管轄原因とする場合には，その財産というものがどれく

らい限定されたものであるかとか，中心的な財産という場合には，どの程度のものがあったら中

心的財産となるのか，今御紹介しましたＥＵの規定は，１０条の規定になりますけれども，ここ

で財産所在地管轄というときに，ＥＵでは，どの程度の財産があれば，財産所在地管轄が認めら

れているのかといったことも含めて，今後，参考にできたらよいのではないかと思いました。 

  それから，最後の遺産分割事件などの相手方のある事件について，合意管轄を認めるかという

点ですけれども，今日の資料の第２の「人事訴訟事件等の国際裁判管轄に関する一般的な規律の

在り方」，この１の部分で，合意管轄について，触れられているかと思います。そこの丸の部分

に，合意管轄及び応訴管轄を一般的に認める必要はないということでよいかという論点が提示さ

れているかと思います。 

  私は，この一般的な規律を設けることについては，まだ確定的なことは申し上げられないので

すが，かなり否定的な感触を持っていまして，身分関係事件について，当事者の意思による処分

が認められる点については，相当疑問を持っているところでございます。ただ，個別の事件類型

について審議するときに，あらゆる場合に合意管轄を認めないものとしていいのかというところ

も，また疑問を持っているところですので，この点は，この相続関係事件の中でも，遺産分割事

件について審議する場合に議論していただけるということは，大変有り難いと思っております。 

  遺産分割事件の場合には，当事者の意思で処分可能な財産関係事件に近いということが一つの

要因になるかと思いますけれども，更に議論を進めていただきたいと思っている点がございます。

それは，合意管轄を認めるということになりますと，合意以外の何らかの要素，つまり日本との

関連性というものが要求されてくるのかということでございます。 

  この点に関しまして，ＥＵの相続規則の中でも，管轄の合意に関する規定というものがござい

ます。合意管轄を認める場合には，無条件で合意管轄を認めているわけではありませんで，ＥＵ

では，そもそも，準拠法選択の段階で，相続準拠法というのは，原則として亡くなった被相続人

の常居所地法によるというルールがあって，それに付加して，被相続人に準拠法選択というもの

を認めております。そういう制度の枠組があるという前提で聞いていただきたいのですが，合意

管轄を認める場合には，無条件な合意管轄ではなくて，既に被相続人が準拠法選択をしているこ

とが前提で，その準拠法選択というのは，被相続人が国籍を有している国の法の範囲でしか選択

できないことになっています。そういう条件を満たした上で，後で当事者が，元々被相続人が準

拠法として選んでいた法秩序の裁判所に管轄合意することを認めております。日本の通則法３６

条は，被相続人による法選択を認めておりませんので，ＥＵのそういう条件が，そもそもどの程

度参考になるかということは，当然，疑問として生じてくると思います。ただ，合意管轄を認め
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る場合にも，合意以外の関連性がどれほど要求されるのかということは，意味のある議論かと思

いますので，そういうことも含めて，今後の審議の際に，論点として触れていただくというよう

なことができれば，非常に有り難いと思っております。 

  雑駁なんですけれども，以上でございます。 

○高田部会長 どうもありがとうございました。 

  幾つか重要な御指摘を頂いたと理解しておりますが，今の点について何か御意見がございます

でしょうか。 

  相続関係事件が，身分関係事件なのか財産関係事件なのかという議論もあり得るところかと思

いますし，そういう観点も必要かと存じますが，その点に関連しまして，この資料によりますと，

合意管轄についてはやや警戒的で，個別の事件，単位事件類型ごとに検討するのはいかがかとい

うアプローチを取りあえず採用しているところでございますが，この点について，他の委員，幹

事の御意見賜ればと存じますが，いかがでしょうか。 

○竹下幹事 今，北澤幹事から御指摘のあった点の相続のほうでございますが，研究会報告書の作

成段階での議論で，どういう議論があったか，お教えいただければと思うのですが，例えば失踪

宣告についても，財産があることのみで管轄が認められる場合の失踪宣告は，その効力を限定

するということが通則法６条２項で規定されているかと思いますが，財産所在地管轄と相続関係

事件の議論のときに，その財産についてだけを処分する管轄を認めるという議論があったのかな

かったのか，もし研究会段階で何か御議論があったとすれば，お教えいただければと思います。 

○池田委員 日本の裁判所は，日本国内にある相続財産のみを対象として，管轄権を行使できるの

かという議論があったかとかということですか。 

○高田部会長 そうですね。 

○山本（和）委員 この報告書で言えば３３ページの（注）のところで，分割の対象についてとい

う所に書かれていることが，今，竹下幹事が言われたもので，議論はあったということです。 

○池田委員 実務的には，日本国内にある相続財産のみを対象とできればいいということでもあり

ますし，日本国内にある相続財産が対象とできないと困るというニーズがあるというのは申し

上げておきたいと思います。 

○高田部会長 よろしいですか。 

○竹下幹事 報告書は読ませていただいたんですけれども，その上で，本日の部会資料１におい

て，その点が除外されていたので，もしかしたら研究会の中では，そういった考え方は否定的だ

ったということなのかと勝手に推察していたのですが，そうでなければ，気にしないでいただけ

ればと思います。 

○高田部会長 御丁寧にありがとうございました。その点は，なお議論の対象でございます。 

  一つ前に戻りまして，合意管轄についての御意見もございませんでしょうか。最終的にどうな

るかは別といたしまして，取りあえず個別の事件類型ごとに，単位事件類型ごとに検討を積み重

ねていくというアプローチで採用することになるのではないかと推測しておりますが，それでよ

ろしゅうございますでしょうか。 

○山本（和）委員 合意管轄については，部会長のとおり全く異論はないのですが，応訴管轄は，

少し合意管轄とは違う側面があるということは指摘しておきたいと思います。 

  管轄があるかないかは分からないのに，一度相手に送達なりの方法で文書を送って，相手が出

てくるのを待つかというのは，それは，やはりかなり認めるのは難しいのかなという印象を持っ
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ております。 

○高田部会長 ありがとうございます。 

○池田委員 先ほどの合意管轄に関しては，日弁連の中でも，必要な場合があり得るので認めてほ

しいという意見が，深く議論する前の段階ですが，出ております。 

  それで，合意管轄について，研究会の中で議論があったりしたと思いますし，特に離婚その他

に関しましては，昔にした合意がどうかというような問題もあると思っているので，先ほど御指

摘のあったような合意管轄があったら必ず認めるということではなくて，そこに何らかの制限を

加えて，いろいろな形で確認などするとか，何らかの条件を付した上で，合意管轄というのを考

えていく余地があるのかなと思います。ただ，全く合意管轄がないということになると，困った

事態もあり得るのではないかというのを懸念しているので，そこは考えていただくようにしたい

と思います。 

○高田部会長 ありがとうございます。ほかに何かございますでしょうか。 

  本日の資料でも，いわゆる管轄原因として，いろいろなところで論点となっておりますのが国

籍に基づく管轄でございますが，これも，どの範囲で認めるか，恐らく皆様方の間で，考え方の

相違があるのではないかとも推測いたしますが，国籍管轄について，何かこの段階で御意見があ

れば承ればと存じます。 

○西谷幹事 国籍管轄，すなわち本国管轄を認めるかどうかは，基本的に個別の事件類型ごとに御

検討いただくことになるかと思います。ただ，資料の６の成年後見等関係事件及び７の失踪宣告

関係事件では，通則法５条及び６条の規定があるため，今回の立法においてもその管轄原因を維

持し，国籍を管轄原因とすることでよいかという文言になっているのに対して，それ以外の事件

類型については，国籍を独立の管轄原因とすべきかどうかとオープンになっており，整合性が気

になります。本国管轄の合理性を他の事件類型について検討するのであれば，場合によっては通

則法５条及び６条を変更することも考えられそうですが，この点はいかがでしょうか。 

○山本（和）委員 今の御指摘ですけれども，私の理解では，この点は，法例から現在の通則法を

作るときに，国際私法関係の部会でかなり議論して，国籍を入れるということになったというふ

うに理解しています。ですから，そういう意味では，一回この法制審議会で議論して決めたのが，

あれが何年ぐらい前だったか覚えていないですけれども，１０年とか，そのようなものだろうと

思うんですけれども，それをまたこの部会でもし変えるということになれば，それは政策変更と

いうことになると思いますので，ほかの所とは，やはり私は，やや重みというのは，違うという

ことはあるのではないかというふうに理解しています。 

○西谷幹事 その点も含めて御検討いただければと思います。 

○道垣内委員 今の御議論とは逆の方向ですけれども，現在は通則法５条，６条があるので，国籍

を管轄原因とすることに対するアレルギーはもう日本にはないとも言えると思います。だから必

要であればどんどん入れていくということかなと思います。必要があればです。 

○高田部会長 必要があればというところがポイントかと思いますが，どういう場合に，本国管

轄を発動すべきかという点が，今後，大きな問題となってくるようにも思います。個別の事件

類型ごとに御検討いただくことになると思いますが，事務局の資料作成の都合もございますの

で，御感触があれば，お伺いできればと存じます。いかがでしょうか。 

○山本（弘）委員 全くの思いつきですけれど，非訟事件の本質論として，国家の後見的保護作用

ということが強調されると思うんです。そうだとすると，家事非訟事件の中でも，後見とか，そ
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ういった保護を要する人は守らなければいけないという国家の責務というのが強調されること

になるので，そういう類型については，やはり本国管轄，国籍を基準とする管轄というのはあっ

ていいのかなという気がします，国民を保護するのは国家の義務ですから。 

○高田部会長 山本弘委員からは，国家と国民という観点からのアプローチが妥当ではないかとい

う御指摘をいただいたということかと存じますが，ほかに何か御意見はございますでしょうか。 

○道垣内委員 私は，余り記憶力がよくない人間なんですが，通則法制定時の議論においては，必

ずしも国家の後見的役割みたいなことから５条，６条ができたわけではなく，本人がどこか暖か

い国で老後を過ごそうというので外国へ行ってしまったんだけれども，病気あるいはそういう状

態になってしまったので，日本で財産処分等をして資金をつくる必要があり，関係者が困ってい

る，そういうときには，日本人なんだから，日本の裁判所がやってあげればいいのではないかと

いう議論があり，実際，日本での裁判を認めることが必要なのではないかという議論になったよ

うな気がします。 

  それに対して裁判所は本人がいない状況で裁判をすることに随分抵抗されたと記憶していま

す。本人がいないのに，どうやってその状況を判断する必要がある裁判をするんだというので裁

判所は消極的でしたが，しかし大勢は，司法共助とかなんとかを使ってでも，やったほうがいい

という議論で，結局，本人が日本国籍を有していることを理由とした管轄を認めることになった

と思います。 

  同じような議論がもしあり得るとすれば，これは，本当に試みの話で，確定的な話ではないで

すけれども，養子縁組で，外国人の子供はまだ日本にいないけれども，日本人が養親になって引

き取って育てようという場合に，本人が来日していないんだから駄目だとむげに断ってしまうの

か，日本で養子縁組を先に認めてあげることがその子の本国からの出国が容易になるかもしれま

せん。ほかにも,本人がいなくても，何かそういう特定な保護を与える必要があるような事件類

型はあるかもしれません。ですから私は，既に本国管轄で抵抗感がなくなっているので，必要が

あれば本国管轄を認めていいのではないかと思っております。 

○和波幹事 国籍管轄を認めるかどうかというのは，ほかの管轄原因がどういうふうに定められる

かということとも関連してくるのではないかなと思っております。といいますのは，ほかの要件

で管轄が認められていれば，当然それは日本でできるわけですので，裸の国籍管轄を認めるとい

うのは，正に国籍だけしかない場合に，日本で行うことが相当かどうか，そういう判断になろう

かと思います。そういう意味では，個別の類型で，ほかにどういう管轄原因があるのかというこ

とを踏まえた上で，裸の国籍管轄を認めるかどうかというのは，議論する必要があるのかなと思

いますし，その場合に，裸の国籍管轄だけでは，十分な関連性がない，あるいは審理にとって不

十分な点が出てくるということであれば，国籍に何かの要件を加えることによって，一定の管轄

原因とするというような考え方もあり得るのではないかなとは思います。 

○高田部会長 ありがとうございます。貴重な御意見を賜りました。 

  ほかに御意見はございませんでしょうか。 

  国籍につきましては，予定されております審議との関係で申しますと，次回，離婚事件につい

ても，国籍管轄という案が，この資料１ページの１（１），丸の二つ目に入っているわけでござ

いますが，これについては，今まで頂いた議論とは，若干，多分性質の違う議論をする必要があ

るのかもしれませんが，こうした当事者間で争いがある事件についての国籍管轄ということにつ

いてはいかがでございましょうか。 
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  特に御意見がないようでございますので，この点は，では次回，離婚について御検討いただく

際に，改めて御意見賜ればと存じます。 

  ほかに，何かほかの論点でも結構でございますので，御意見いただければと存じます。 

  議論の中心となりますのが，冒頭にも御説明いただきましたように，国際裁判管轄の法制でご

ざいますので，今日の御意見もそこを中心に賜りましたけれども，関連して外国裁判の承認，執

行についても議論することを予定しておりますけれども，この部分につきまして，何か御意見が

ございましたら賜ればと存じます。 

○道垣内委員 質問ですが，渉外的な要素を含む家事事件について，現在の状況は，民訴法にだけ

１１８条があって，ほかの法律にはその種の規定がない状態です。そのような中で，人事事件・

家事事件における外国判決の承認は，人訴等に規定がないところは民訴法によるといったルール

があり，それによって民訴法１１８条を準用しているのでしょうか，それとも規定は欠缺してい

るという状態で，条理により処理しているという状態なんですか。 

○高田部会長 御質問は民訴法１１８条についてということでございますか。 

○道垣内委員 そうです。家事事件手続法についてもそうなのですが，要するに現在の状況は，法

が欠缺しているのか，民訴法を準用しているのがという質問です。 

○内野幹事 基本的な認識としては，準用ないし適用されているという認識ではあるんですが。 

○畑委員 人事訴訟法自体が民事訴訟法の特則なので，人事訴訟には正に民事訴訟法の適用その

ものがある，したがって，人事訴訟の判決については，１１８条が適用されるということになり

ます。 

○高田部会長 ほかに何かございませんでしょうか。 

  では，最後，その他の部分ですが，便宜，下からまいりますと，本日の資料，部会資料１に掲

載されてあることは，取りあえず事務局が，この時点で重要な事項と判断したことが掲載されて

いるということでございますが，当然のことながら，部会で審議すべき事項は，ここに記載され

ているものに限らないわけでございまして，こうした事項も検討すべきだということがございま

したら，御意見賜ればと存じますが，いかがでございましょうか。 

○池田委員 すみません，この部会の範囲としては，いかがかということにはなるのかもしれませ

んけれども，国際裁判管轄が問題になる離婚等の場合，先ほどの話に出た送達の問題が，密接に

必ず関わってくるということで，日本から送る場合に，非常に時間が掛かる，それだけで，１年，

２年掛かってしまうというところが，そもそも全体としての手続の中で問題になっているという

点，弁護士の間では指摘があります。それをここで何とかするということはできないのかなと思

いつつも，その部分が，要素として，例えばどちらに管轄を認めるかに関する考慮の中でも，一

つの事実上のファクターにはなっているという指摘がありましたので，今後，何とかできないの

かという点も含めて，一応，問題提起させていただきます。 

○高田部会長 ありがとうございます。御意見賜ったということにさせていただければと存じます

が，ほかに御発言はございますか。 

○村上幹事 その他ではなくて，戻っても大丈夫ですか。 

○高田部会長 もちろん結構です。 

○村上幹事 ３ページ目の「子の監護及び親権関係事件」についての国際裁判管轄なんですが，子

の利益を重視するということ自体は，恐らく全く異論はないとは思うんですけれども，子の住所

地を管轄原因とするかどうかという所で，ハーグ条約とハーグ条約実施法で，あちらは常居所地
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という言葉を使っていますけれども，そことの平仄というか，関係をやはり考えた上で，ある程

度議論する必要があるのかなというふうに考えていまして，個人的には，研究会のときにも意見

を述べさせていただいたんですけれども，連れ去りを抑止するような管轄の規律は設けるべきで

はないかと思ってはいるんですけれども，ただそれに対しては，そこで絞るのではなくて，管

轄は，広く，住所地をどう概念づけるかということにも関係しますが，管轄は広くある程度認め

ておいて，連れ去って，あるいは連れて帰ってきたからといって，必ずしもハーグの申立てがあ

るとは限りませんし，ハーグの申立てがあった場合には，一応，裁判，本案の裁判はストップす

るということになっているので，ある程度管轄は広く認めておいて，あとは，本案の問題として

審理するという考え方も，もちろんあると思うので，その辺も踏まえて，管轄の規律を考えてい

ければいいかなと思っています。 

○高田部会長 ありがとうございました。 

  貴重な御意見賜りましたが，今の点について何か御意見がございましたら。 

○池田委員 今の点は，私も非常に関心を持っているところなんですが，子供の監護の問題だけで

はなくて，日本に来た場合だと，日本の実体法としての民法で，常に親権が一緒に決められると

いう話があるものですから，不法に連れ帰ってきても，日本で，もし訴訟が起こせるということ

になれば，日本で，親権も判断するという論理的帰結になりそうな気がしておりまして，そのこ

とがどうなのかという点について御検討いただけたらと思っております。 

○高田部会長 ありがとうございます。 

  今の問題につきまして，他の委員，幹事の方から御意見があれば承りたいと存じます。 

○山本（弘）委員 国際裁判管轄についての総論的な問題と単位法律関係ごとの規律の話になるわ

けですが，できるだけ個別の法律関係のところで，そういう合意管轄が可能かとか，併合が可能

かというようなことを詰めた議論するほうがいいのだろうと思います。 

  今，問題になっている子の監護に関して言いますと，離婚と子の監護というのは，密接に結び

ついているわけですから，恐らく次回の議論の対象である離婚の裁判管轄の所で早速，それを踏

まえた議論しなければならない，子の監護との関係で，子の住所地を，唯一の管轄原因とするか，

それに付加的なものを認めるかはともかくとして，極めて重視した規律をしておきながら，離婚

が，果たして被告の住所地プラス何々で済むのかという気がしています。 

  そもそも離婚についての管轄の定め方でも，恐らくその夫婦に未成年の子がいるのかどうかと

いう区別を度外視して，一般的に議論することに，果たしてどれほど意味があるのかという気が

しますので，そういったことを踏まえて，次回の資料作りというのを御検討いただければと思い

ます。 

○高田部会長 ありがとうございます。 

○竹下幹事 一点，これもまた確認になってしまって申し訳ないのですが，そもそもここで出てく

る住所というものは，日本の民法２２条で決まるという理解で大丈夫なのか，それともそうでは

ないのか，民事訴訟法の独特の別の根拠で決まってくるのか，住所がそもそも何かということに

ついて，もし資料の御趣旨があれば，御説明いただければと思います。 

○内野幹事 その点についても，次回のときに，住所の意義という形で，一つの時間を設けて御議

論いただこうかなというふうに考えています。 

○高田部会長 そういう意味では，取りあえず国際訴訟法の概念としてスタートするということに

なろうかと思います。 
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  その前の山本弘委員の御発言に戻りますと，これは，また次回以降，御議論いただければと存

じますが，子の監護事件については，離婚のいわゆる附帯処分として行う場合においても，離婚

の管轄，離婚本体について管轄があれば，直ちに管轄を認めるべきかどうかという点についても，

やはり論点でございますので，そこで議論するということになろうかと存じます。 

○道垣内委員 村上幹事がおっしゃった点，もう少し具体的に教えていただきたいんですが，子供

の奪い去りを抑止するような管轄の考え方というのは，どういうものでしょうか。外国から不法

に子供を連れて日本に来ましたという場合には，連れて来る方法が適切ではないので，住所の

認定は厳しくするとか，あるいは日本から不法に連れ去られてしまって，もう子供がいなくなっ

てしまったんだけれども，しかし正しくはいたはずなので，子供の住所に基づく管轄を認めると

か，例えばそんなことがあり得るということですか。 

○村上幹事 そうですね。まず，連れて帰ってきた場合は，例えば不法に連れて帰ってきた場合に

は管轄を認めないとか，連れ去られた場合には，例えばある程度期間を設けて，６か月以内だっ

たら，日本に，まだ子供はいないけれども，管轄を認めるとか，そういった規定の仕方が考えら

れるか。 

  ただ，その場合に，管轄があるかどうかのところで，かなり争いが生じて，時間が掛かること

にはなるので，それが適当かどうかという反対意見はあるかとは思いますけれども，そういう規

定の在り方は考えられるかと思います。 

○道垣内委員 時間が掛かるかどうかは，ハーグ条約がうまく機能すれば元に戻せるので，それと

は別に裁判することになると思うんですけれども，そうすると住所の認定が極めて政策的になっ

て，先ほどの竹下幹事のおっしゃるようには決まらないということですね。それが，民訴法全体

として住所という用語を使っているのに，ここだけは，非常に政策的なものですというのが通る

のか通らないのか，その辺，議論が必要かと思います。 

○村上幹事 確かにそうだと思います。 

○早川委員 今の点ですが，住所の概念だけで決めるというのではないですよね，村上幹事の意見

は。つまり，規定の仕方として，住所はあるけれども，認めない場合を何らかの形で決めておく

という御意見だったのではないですか。 

○村上幹事 それを含めて決めるか，あるいは特段の事情なりなんなりで考慮するか。 

○早川委員 いずれにしても，住所概念は全部通して同じに使えることを前提にした御意見だった

ように記憶しているのですが，そういうわけではないのでしょうか。 

○村上幹事 そこも，まだ意見が固まっていない感じです。 

○和波幹事 先ほどの村上幹事の御意見については，もちろん，今後，検討する課題であろうとは

思うんですけれども，連れ去りの抑止という問題について，管轄のレベルで考えるべきものなの

か。あるいはそもそもの実施法で手続法等が作られておりますので，そちらに委ねるべきという

判断もあり得るのかなと思いますので，そういった点を考慮した上で，管轄として規定を設ける

ことが適切かどうかという議論がされるのがよろしいのかなとは思っております。 

○池田委員 今の点というのも，そもそもハーグに入っていない国もいっぱいあって，連れ去りは，

その他の場面でも起きたりするわけなんですけれども，それも含めて，ハーグの考え方というの

が，常居所で判断するというそこの考え方というのがあると思うので，ハーグの実施法があるか

らといって，問題が解決されているわけではないというふうな気もしているんですけれども，そ

この点はいかがですか。 



 - 27 -

○和波幹事 その点は，正にこれから議論されるのであろうと思いますけれども，抑止という観点

を管轄の中に持ち込んで，管轄要件の中で判断するというのがいいのかどうかというのは，検討

の余地があるのかなという趣旨でございます。 

○高田部会長 ほかに御指摘いただく点はございますでしょうか。 

  繰り返しになりますが，本日の御議論がこれからの審議の外枠を画すことは一切ありませんの

で，この部会で取り上げるべき問題が他にあれば，適宜，事務局に直接でも結構でございますの

で，御指摘いただければと存じます。 

  最後に，その他の上のほうの丸でございますが，先ほど事務局は，「相前後しつつ」という言

い方をされたかと存じますが，各論と総論を往復しながら，議論を続けていかなければならない

とは存じておりますが，そのためのどんな工夫が考えられるかという問いが，資料には掲載され

ておりますが，この点について，何かいいアイデアと申しますか，御意見があれば，お伺いでき

ればと思っています。 

  先ほど山本弘委員からは，各論からスタートせざるを得ないのではないかという御発言が出て

おりますが，事務局としましても，取りあえず各論からスタートしてみて，どこかの段階で，全

体を見通すという議論するということで考えておられるのではないかと推察しますが，そういう

ことでよろしゅうございますでしょうか。 

  では，改めまして，全体を通しての御意見があれば，承りたいと存じます。 

○道垣内委員 調停について伺います。後ろのほうの第２の７では，２４４条を引用していますけ

れども，２４４条を見ると，これは家庭裁判所の権限という形で定めている規定です。昔から議

論があるところですが，調停できるかどうかは，準拠法次第であり，準拠法上裁判で決さなけれ

ばいけないものであっても，日本では，取りあえず調停をするという実務であるやに聞いており

ます。このことは，管轄の話ではないのかもしれないんですけれども，ただこのような取扱いの

仕方をしていることを背景としてか，７の書き方を見ると，準拠法上，和解が認められていない

ものについて調停をすることをめぐる問題意識は余り感じられません。この点，どんなふうにお

考えなんでしょうか。 

次回，取り上げる離婚についても，協議離婚制度があるから，調停があって，家裁がそれをや

っているという前提であるところ，裁判離婚しか認めない国もあるわけで，そういう国の法が準

拠法となる場合に離婚調停を申立てしてきたとき，管轄はあるけれども，手続はできませんとい

う扱いするのでしょうか。 

○高田部会長 そこも御議論いただけると思います。 

  この資料は，家事調停ができるかどうかは準拠法によるということを前提に，管轄についての

みの定めについて，この報告書はできているということではないかと理解しております。 

○道垣内委員 合意管轄まで書いてあるので，何か相当違和感があります。 

○高田部会長 裁判所から見ますと，離婚調停ができるかどうかは，準拠法のスクリーニングを経

てという理解しておられるということでよろしいのでしょうか。 

○和波幹事 ここも，明文の規定があるわけではございませんが，一応，実務の理解としては，調

停可能性については準拠法によるということで，一般的には動いているというふうには理解して

おります。したがって，今，部会長からお話がございましたとおり，調停可能性ということと，

取りあえずこれは切り離して，管轄規定はどうするかというような整理を報告書の段階ではされ

ていたように記憶しておりますが，もちろんそこは，関連付けた上で，最終的に管轄規定を考え
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るべきだという御議論はあり得ると思っておりますので，そこは，調停あるいはそれぞれの個別

の事件類型の中で御議論されるのかなと思っております。 

○高田部会長 それでよろしゅうございますか。 

○道垣内委員 私もよく分からないです。 

○高田部会長 和波幹事の御説明によりますと，合意管轄が成立しても，なお準拠法上，裁判によ

らない離婚ができない場合には，調停は成立しない可能性があるという整理をすることになりそ

うです。 

○道垣内委員 ２４４条の立法者も，そのように考えてこの規定を置いたのでしょうか。この規定

があるから，家庭裁判所は当然に調停ができるんだという扱いをしているのでしょうか。 

○高田部会長 では，２４４条との関係も，次回以降，改めて整理した上で御検討いただこうかと

存じますが，ほかに御意見はございませんでしょうか。 

  では，予定した時間より若干早いようでございますが，本日はこの程度にさせていただきたい

と思います。本日は，フリートーキングということで，今後の検討のために，有益な数多くの御

意見，御指導賜ることができました。どうもありがとうございました。 

  では，次回の議事日程，議題等について，事務局から御説明をお願いいたします。 

○内野幹事 それでは，次回の議事日程等についてご連絡申し上げます。 

  次回の日程は，５月２３日，金曜日，予定時間でございますが，午後１時３０分から午後５時

３０分までということで，場所は，地検の１５階会議室，部屋は別ですが，この階にございます

１５０２室という所になります。 

  議題等でございますが，次回は，離婚関係事件及び婚姻関係事件というくくりでの議論を予定

しておりますので，どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○高田部会長 よろしゅうございますでしょうか。 

  では，ほかに特に御発言がございませんようでしたら，本日の国際裁判管轄法制（人事訴訟事

件及び家事事件関係）部会は，これで閉会とさせていただきます。 

  不手際の多い進行役ではございましたけれども，長時間熱心な御審議いただきましてどうもあ

りがとうございました。 

－了－ 


